
平
成
二
十
八
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領
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九

七

号

内
閣
衆
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一
九
〇
第
九
七
号

平
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十
八
年
二
月
五
日

内
閣
総
理
大
臣

安

倍

晋

三

衆

議

院

議

長

大

島

理

森

殿

衆
議
院
議
員
山
井
和
則
君
提
出
消
費
税
増
税
時
の
社
会
保
障
の
充
実
と
重
点
化
・
効
率
化
に
よ
る
差
し
引
き
で
必
要
と
な
る

所
要
額
二
�
八
兆
円
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
山
井
和
則
君
提
出
消
費
税
増
税
時
の
社
会
保
障
の
充
実
と
重
点
化
・
効
率
化
に
よ
る
差
し
引
き
で
必
要
と

な
る
所
要
額
二
�
八
兆
円
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
及
び
二
に
つ
い
て

お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
政
党
間
の
や
り
取
り
に
関
す
る
も
の
で
あ
り
、
政
府
と
し
て
お
答
え
す
る
立
場
に
な
い
。

三
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
社
会
保
障
制
度
改
革
推
進
法
第
四
条
の
規
定
に
基
づ
く
「
法
制
上
の
措
置
」
の
骨
子
に
つ
い
て
」
（
平
成
二

十
五
年
八
月
二
十
一
日
閣
議
決
定
）
に
お
い
て
は
、
社
会
保
障
の
充
実
の
た
め
の
所
要
額
や
重
点
化
・
効
率
化
に
よ
る
財
源

の
金
額
に
つ
い
て
は
明
示
さ
れ
て
い
な
い
。

四
に
つ
い
て

持
続
可
能
な
社
会
保
障
制
度
の
確
立
を
図
る
た
め
の
改
革
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
百
十
二
号
。

以
下
「
社
会
保
障
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
法
」
と
い
う
。
）
成
立
時
点
で
は
、
「
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に
よ
る
社
会
保
障
の

充
実
」
（
平
成
二
十
五
年
十
月
公
表
）
に
あ
る
と
お
り
、
社
会
保
障
の
充
実
に
、
消
費
税
財
源
二
・
八
兆
円
程
度
及
び
社
会

保
障
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
法
に
基
づ
く
重
点
化
・
効
率
化
に
よ
る
財
源
を
充
て
る
こ
と
と
し
て
い
た
が
、
こ
の
重
点
化
・
効
率

一



化
に
よ
る
財
源
の
金
額
に
つ
い
て
は
明
示
さ
れ
て
い
な
い
。

五
に
つ
い
て

社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
に
お
け
る
社
会
保
障
の
充
実
の
財
源
と
し
て
は
、
消
費
税
財
源
二
・
八
兆
円
程
度
及
び
社
会

保
障
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
法
に
基
づ
く
重
点
化
・
効
率
化
に
よ
る
財
源
を
充
て
る
こ
と
と
し
て
い
た
と
こ
ろ
、
こ
の
重
点
化
・

効
率
化
の
現
時
点
で
の
見
通
し
は
〇
・
四
兆
円
程
度
で
あ
り
、
両
者
を
合
わ
せ
れ
ば
三
・
二
兆
円
程
度
と
な
る
。
こ
の
財
源

の
中
か
ら
、
「
子
ど
も
・
子
育
て
」
、
「
医
療
・
介
護
」
、
「
年
金
」
の
分
野
ご
と
に
メ
ニ
ュ
ー
を
示
し
た
二
・
八
兆
円
程

度
の
社
会
保
障
の
充
実
の
実
施
に
加
え
、
仮
に
、
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
低
所
得
者
対
策
と
し
て
、
総
合
合
算
制
度
を
実

施
す
る
場
合
に
は
、
こ
れ
に
充
て
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

軽
減
税
率
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
と
し
た
こ
と
に
伴
い
、
総
合
合
算
制
度
は
、
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
低
所
得
者
対
策

と
し
て
は
実
施
し
な
い
こ
と
と
な
っ
た
が
、
現
時
点
に
お
い
て
重
点
化
・
効
率
化
に
よ
り
〇
・
四
兆
円
程
度
の
財
源
を
確
保

で
き
る
見
通
し
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
総
合
合
算
制
度
相
当
額
〇
・
四
兆
円
程
度
を
軽
減
税
率
制
度
導
入
の
財
源
一
・
〇
兆
円

程
度
の
一
部
に
充
て
た
と
し
て
も
、
残
り
の
〇
・
六
兆
円
程
度
に
つ
い
て
、
安
定
的
な
恒
久
財
源
を
確
保
す
る
こ
と
に
よ
り

、
消
費
税
率
一
パ
ー
セ
ン
ト
分
税
収
に
相
当
す
る
社
会
保
障
の
充
実
二
・
八
兆
円
程
度
を
確
保
で
き
る
見
通
し
で
あ
る
。

二



六
に
つ
い
て

総
合
合
算
制
度
に
つ
い
て
は
、
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税

法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
八
号
）
第
七
条
第
一
号
イ
に
お
い
て
、
行
政
手
続
に
お
け

る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
二
十
七
号
）
に
基
づ
く
番
号

制
度
の
本
格
的
な
稼
動
及
び
定
着
を
前
提
に
、
関
連
す
る
社
会
保
障
制
度
の
見
直
し
及
び
所
得
控
除
の
抜
本
的
な
整
理
と
併

せ
て
、
総
合
合
算
制
度
、
給
付
付
き
税
額
控
除
等
の
施
策
の
導
入
に
つ
い
て
、
所
得
の
把
握
、
資
産
の
把
握
の
問
題
、
執
行

面
で
の
対
応
の
可
能
性
等
を
含
め
様
々
な
角
度
か
ら
総
合
的
に
検
討
す
る
旨
が
規
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
厚
生
労

働
省
に
お
い
て
、
事
務
の
執
行
の
在
り
方
を
含
め
た
制
度
の
内
容
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
「
平

成
二
十
八
年
度
税
制
改
正
の
大
綱
」
（
平
成
二
十
七
年
十
二
月
二
十
四
日
閣
議
決
定
）
に
お
い
て
消
費
税
の
軽
減
税
率
制
度

を
導
入
す
る
こ
と
と
し
た
こ
と
に
伴
い
、
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
低
所
得
者
対
策
と
し
て
は
実
施
し
な
い
こ
と
と
し
た
と

こ
ろ
で
あ
る
。

三


